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Summary 
The purpose of this research is to analyze the success factors of the flat-panel TV business. Since 
systematic research does not exist about this theme, I tried it based on the DC (dynamic capabilities) 
perspective and the concept of BM (business model) which I defined as consisting of strategies, 
processes and resources. I first developed a preliminary analytical framework including BM and then, 
by applying it, conducted case studies of SAMSUNG, Sharp and Panasonic and deduced the success 
factors. In developing that analytical framework, I referred to the new DC framework which involves 
strategy transformation capabilities as sub-DCs in addition to the resource transformation capabilities 
posited in the existing DC perspective. I revealed that the most important success factor was the DC of 
reconfiguring BM in response to the changes in the stages of the product life cycle of the flat-panel TVs. 
In addition, I succeeded in devising a method of measuring performances of DC, which was not 
necessarily clear in the existing research. 
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Ⅰ．はじめに 
2000年以降，デジタル家電業界では，アナログからデジタルへの技術変化，またグローバル
競争によって競争環境が激変した．とりわけ，薄型 TV ビジネスでは，デジタル化によるブラ
ウン管から薄型へのアーキテクチャの非連続的な変化があった． 
このように急速に変化する事業環境において，企業は新規ビジネスをどのように成功させる
のかという課題に対する処方箋が必要とされる．より具体的には，次の 2つの課題に対応しな
ければならない．第 1に，いかにスピーディに新製品を開発し，タイミング良く市場に参入す
るかであり，第 2に，参入後に，いかに競争に勝ち抜いて存続し成長するか，である．ここで
は，変化をいかに乗り切り，競争優位性を維持していくかが課題となるが，このためのキーポ
イントとなるのは，Business Model（以下，BM）を環境変化に対応させて，いかに迅速に変化
させるかであると考える．さらに，この問題を扱うには，近年，発展しつつある Dynamic 
Capability（以下，DC）の概念が有効だと思われる． 
本研究の目的は，「薄型 TVビジネスにおける勝敗を分けた要因を分析すること」である．そ
れは多くの要因からなると思われるか，それについての体系的研究は存在しない．そのため，
本研究では BMと DCに焦点をあて，体系的な分析を試みる．なお，分析にあたっては，予備
的に分析フレームワークを構築し，それにもとづいて事例分析を行い，成功要因を抽出する．
同フレームワークの使用は，実践的にも研究的にもきわめて重要である．新規ビジネスの成否
に多くの要因が密接に絡んでいるとすれば，企業にとっては特定の要因の解明だけでは不十分
だからであり，また，研究的には，同フレームワークの有効性が立証されれば，それは他の業
界にも適用の可能性があるためである． 
なお，本研究において，DCの概念を用いて分析を行う理由は，同概念は，Teece, Pisano and 
Shuen（1997）によって，“急速に変化する環境において企業が長期的優位性や競争的柔軟性を
構築する際に助けとなる記述的な戦略論を確立する可能性を高めたい”（1997: 513）という動
機から提案されたものであり，また，その“戦略論”とは，“企業レベルの成功もしくは失敗”
（1997: 509）を説明できるものでなくてはならないとされており，本稿の目的にまさに合致す
るためである．しかし，Teece 等を含めて，まだそのような戦略論は構築されておらず，それ
は，Teece等の狙いを実現するフレームワークがなかったからである．その後 Teeceは，同理論
構築へのワンステップとして“dynamic capabilities framework”（2007: 1320）を提案したが，そ
れは同理論には遠く，Teece自身も,“企業レベルの成功もしくは失敗”（1997: 509）についての
研究を行っていない． 
ところで，「そのような狙いが実現していないのは Teece のフレームワークが戦略を排除し
ているためである」として，河合（2012）は新たなフレームワークを提案した．それは，DC
を，既存理論が DCとみなした「資源転換能力（Dynamic Resource Capability）（以下，DRC）」
に加えて，「戦略転換能力（Dynamic Strategy Capability）（以下, DSC）」をも含めて考える，「DC 
= DSC + DRC」の枠組みであり，既存の DCパラダイムを拡張したものである．それは有効な
フレームワークと考えられるので，本稿ではそれを用いて分析を行い，その有効性を検証し，
DC論に貢献することを副次的目的としている． 
さらに，本稿では，DCのパフォーマンスの測定方法について貢献することも目指している．
DC 論では，DC のパフォーマンスの測定尺度として，「進化的適合度」と「技術的適合度」の
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2つが提案されているが（Helfat et al., 2007），両者の関係と測定方法（そこでの客観性の確保）
等については，明確化されていない．そのためそれを試みる必要があり，これも本研究の副次
的目的の 1つである． 
本稿の構成は以下のとおりである．Ⅱでは，薄型 TVを扱った研究を，次いで，DC，BMに
関連する研究をレビューする．Ⅲでは予備的分析フレームワークを設定し，分析方法を提示す
る．Ⅳでは SAMSUNG，Sharp，Panasonic 1) の事例を同フレームワークによって分析し，Ⅴで
それらの横断的な分析を行って成功要因を抽出する．Ⅵでティスカッションを行い，Ⅶで結論
を述べる． 
 
Ⅱ．既存研究のレビュー 
本章では，薄型 TV に関連する既存研究をレビューし，その課題を明らかにする．次いで，
Ⅰで述べた BM，DCに関する研究レビューし，本研究の方向性を示す． 
 
1. デジタル機器，薄型 TVを扱った研究 
デジタル機器の製品戦略はモジュール化，水平分業に代表される多くの研究に基づいて理論
構築されており（伊藤, 2005），数多くの研究がなされている（Fine, 1998; Baldwin and Clark 2000; 
Sturgeon, 2003）．これらは，製品がモジュール化されることで，コモディティ化が促進され価
格低下をもたらすとしており，工藤（2009）によると，コモディティ化が起こる要因の議論と，
コモディティ化の下で利益獲得の方法を模索する議論に大別される．以下，本研究の参考とな
る薄型 TVの研究をレビューする． 
延岡他（2006）は，薄型 TV のコモディティ化について価値獲得の観点から研究し，モジュ
ール化，中間財の市場化，顧客価値の頭打ちの 3つの要因を特定し，製品の意味的価値向上の
必要性を提言した．榊原（2006）は，企業の事業特性に注目し，完成品企業が完成品と部品事
業を同時に遂行するのは困難であるとし，垂直統合型企業の構造的ジレンマを示した．打開策
として考えられるのは，第 1に，グローバル観点での「世界勝者への戦略」であり，成功例と
して Panasonicの PDP 2) TV，Canonのデジカメをあげている．第 2に，特化した事業ドメイン
と他社連携をグローバルに組み合わせる「グローバル・アライアンス戦略」であり，例として
LGと Philips 3) ，SAMSUNGと Sony 4) の合弁をあげている． 
以上のように，アーキテクチャ論とモジュール化等の研究は，製品特性とものづくりに注目
し，企業・組織の境界，事業ドメイン，組織能力等の分野を扱っており，コモディティ化の生
ずる要因についての説明力は高い．しかし，その範囲は部分的であり，環境の変化への対応や，
具体的な戦略的側面は他の理論に任せている．そのため，ビジネス全体の成否を分ける分析は
できない． 
この点について，河合（2010）は，Panasonicの薄型 TVの事例研究を通じて，不確実性の高
い環境下での新規ビジネス開発ついて，統合的で実践的なモデルのスケッチを提示した．その
成功要因として，参入戦略と基本戦略，BM，外部・内部資源といった要因を組み合わせて説
明している．また，BM については，プロセス（R&D，購買，製造，マーケティング等）の分
析の必要性，さらに，トップのリーダーシップと戦略形成プロセスについても言及している．
これらの観点は，複数要因を同時に，統合的に扱わなければならないことを示唆している． 
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2. BMについての既存研究と課題 
BMの概念は，多くの研究者によって定義されてきた（Timmers, 1998; 國領, 1999; 根来・木
村 , 1999; Amit and Zott, 2001; Chesbrough and Rosenbloom, 2002; Magretta, 2002; Morris, 
Schindehutte and Allen, 2005; Johnson, Christensen and Kagermann, 2008; Teece, 2010）．これらの研
究は，BMの構成要素については共通点が多い．代表的な Johnson et al.（2008）は，顧客への
提供価値，利益方程式，プロセス（製品開発，調達，製造，販売等），経営資源（人材，技術，
設備，ブランド等）を BM の構成要素とし，Chesbrough（2003）は，それらに加え，競争戦略
とともに経営資源における外部資源の重要性を強調している．以上を踏まえ，本研究では，BM
を「競争戦略」，「プロセス」，「経営資源」からなるものと定義する． 
BM はまた，イノベーションと技術マネジメントの領域でも扱われてきた．技術の進展は，
企業間，パートナー，顧客との間の組織的な配置（BM）創造のための新しい機会をもたらす
（Geoffrion and Krishnan, 2003; Mendelson, 2000）．また，BMは一度創出すれば終わりではなく，
継続して管理の必要があり，その管理はリスクが高く，不確実な活動であり（Chesbrough, 2006），
技術革新や競合状況に対して，BM を変化させることで，競争優位の持続を実現しなければな
らない．Teece（2007）は，どのように価値を獲得するかに関する選択はすべてビジネスのアー
キテクチャやデザインの決定を促すとし，BM を創造し，調整し，洗練させ，置き換える能力
が DCの基礎であるとしている． 
以上の考察から，イノベーションや技術変化は，新たな BMを生み出す機会をもたらし，新
たに創出された BMは，競争優位を持続させるために，外部環境の変化に応じて，見直しを実
施しなければならない．そして，BMを創出し，必要に応じて修正する能力が，DCであると考
えられる． 
BMにおける競争戦略の重要性 
BM の 1 要素である競争戦略は，外部環境との関連において，重要な役割を果たす．競争戦
略は，その内容によって，「基本戦略（Porter, 1980）5) 」と，「状況対応（市場，競争）を求め
るもの」に分類できる（山田, 2004）．後者について，エレクトロニクス産業においては，特に
タイミング戦略と，標準化戦略が重要である．タイミング戦略では，まず，先発戦略（Liberman 
and Montgomery, 1988），ないし後発戦略（Schnaars, 1994）の選択 6) ，次いで，参入後の競争優
位の維持・強化戦略（山田・遠藤, 1998）が必要になる．また，変化する外部環境（技術進歩・
市場拡大）に対して，自社経営資源の分析にもとづく戦略形成が必要である（Suarez and Lanzolla, 
2005）．次に，標準化戦略では，山田（2004）は，規格競争を世代間と世代内に大別し，Product 
Life Cycle（以下，PLC）の各段階別，企業の地位別（リーダー，チャレンジャー）に，標準化
戦略を立案する必要性を示唆している 7) ． 
 
3. DCについての既存研究と課題 
DCの研究は，Teece et al.（1997）の研究による定義 8) 以降，多くの研究者がその定義を提案
している（Eisenhardt and Martin, 2000; Winter, 2003; Zahra, Sapienza and Davidson, 2006; Wang and 
Ahmed, 2007; Helfat et al., 2007）．近年，その定義は，一定のコンセンサスが得られつつあり，
それは，“一般的な意味では組織プロセスであり，その役割は，企業の資源ベースを変化させる
こと”（Ambrosini and Bowman, 2009: 33）というものである． 
DC についての主要な議論の 1 つは，「DC と結果との関係」についてであり，その論点は，
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DC の定義に「持続的競争優位性をもたらすもの」という要件を含めて考えるかどうかという
ことであった．Teece等は，DCと競争優位とのリンクを主張しているが（Teece et al., 1997; Teece, 
2007），Eisenhardt and Martin（2000）は，DCはベストプラクティスであり，競争優位性の源泉
になり得ないとしている．しかし，この問題については，今日では同要件を含めないで「資源
ベースの変化」のみが DCを定義する方向が支配的となりつつある（Helfat et al., 2007; Ambrosini 
and Bowman, 2009）． 
ところで，この解決策は，実は，先に述べた Teece 等が DC 研究を提案した動機に対しては
マイナスに作用することになった．それを示しているのは，Ambrosini and Bowman（2009）の
DCフレームワークである．それは，DCがもたらす結果を，持続的競争優位性，一時的競争優
位性，（他社と）同レベルの競争優位性，失敗の 4タイプとし，そのどれになるかは，「環境」
次第である，としたものである． 
そして，これに対して異を唱えたのが河合（2012）であり，以上のような持続的競争優位性
と要件として含まない DC 概念，および環境だけで企業レベルのパフォーマンスを論ずるのは
困難であり，後者のためには「戦略の変化」をも含めたフレームワークを考えるべきだとして
いる．すなわち，上述のような，DC に持続的競争優位性を要件として含めないという支配的
な考え方には従うが，それを資源の転換のみに関する DC，すなわち DRCとして再定義した上
で，それとは別に「戦略の転換能力」を新たにもう 1 つの DC，すなわち DSC として定義し，
両者を合わせたものを DC とみなす考え方である．本稿では，この考え方を採用し，予備的分
析フレームワークの設定に用いることとする． 
 
4. 既存研究を踏まえた研究の方向性 
以上の考察から，次のことがいえる．イノベーションや技術変化等によって，急速に変化す
る環境では，新しい BMを創出する機会が生まれる．企業はその機会を捉えて新しい BMを創
出し，新規ビジネスに参入する．この時，BM を創出する能力は DC である．参入後，その市
場が拡大し始めると，企業は競合企業との競争や，需要変化等の市場変化に対応し，BM を見
直すことで，新規ビジネスの成長，拡大を図るが，この BMを見直す能力も DCである．以上
のような時間の経過と，BM，DCの関係を示したものが，図 1である． 
 
新規ビジネスの進出
（BMの創造）既存ビジネス（群）
DC
現在 導入期
結果結果
新規ビジネスの成長
（BM修正・拡張・再構築）
DC
成長期（初期）
結果
DC
成長期（後期）
結果
新規ビジネスの拡大
（BM修正・拡張・再構築）
 
図 1 DC・BMと結果の関連図 
 
なお，DCのパフォーマンスの評価基準については，Helfat et al.,（2007）を参考に，「進化的
適合度」と「技術的適合度」を用いる．進化的適合度とは，企業の存続，成長を果たしている
かを表す指標であり，本研究では，薄型 TV 事業が，持続的に成長しているかという基準で評
価する．また，技術的適合度とは，ケイパビリティが意図した機能をどれくらい有効に果たし
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ているかを表す指標であり，本研究では，薄型 TV の参入，拡大の各局面について，意図され
た機能がその意図通りに実行されているかという基準で評価する． 
次章では，図 1をもとに，分析可能な構成概念として定義した BMと DCを含む「予備的分
析フレームワーク」を設定し，それにもとづき事例分析する． 
 
Ⅲ．予備的分析フレームワークの設定と分析方法 
1. 予備的分析フレームワークの設定 
本研究では，まず，分析のための「予備的分析フレームワーク」を設定し，それを用いた事
例研究によって，「薄型 TVビジネスの勝敗を分けた要因」を明らかにする．予備的分析フレー
ムワークを設定するのは，1 つには，先述のように，多くの要因が関係する現象をより効果的
に分析するためである．またもう 1つには，この方法は，「仮説構築型の事例研究では，手掛か
りとして（先験的）概念を用いても良いが，概念間の関係は事前に想定しない方がよい」とす
る Eisenhardt（1989）の方法はやや超えるものの，概念間の関係を全く考えないというのは困
難であり，むしろ恣意的になる危険があるためである． 
以上のような考えに基づき，河合（2012）を参考に作成した予備的分析フレームワークを示
したものが図 2 である．同フレームワークでは，結果をもたらす直接的な要因を「BM」，BM
を構築する能力を「DC」とし，結果に影響を及ぼす「外部環境」を，結果と BMとの間の媒介
要因として定義している．具体的には，まず，結果については Ambrosini and Bowman（2009）
を参考に，「持続的競争優位」，「一時的競争優位」，「平均的競争優位」，「失敗」とした．次いで，
BMについては，Johnson et al.（2008）を参考に，「競争戦略」，「プロセス」，「経営資源」の 3
つの要因からなるものとし，結果を直接規定するのが「競争戦略」，競争戦略を可能にするもの
が「プロセス」，さらに，プロセスの実現に必要なものが「経営資源」であると仮定した．最後
に，DC については，河合（2012）を参考に，戦略転換能力としての「DSC」と，資源転換の
能力としての「DRC」に分類し，それぞれの内容は，Teece（2007）のミクロ的基礎 9) を参考
に定義した． 
 
結果
持続的競争優位
一時的競争優位
失敗
プロセス
製品開発
調達
製造
販売
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外部技術の活用
リーダーシップ
M&A、JV、提携
DRC
R&Dと技術の選択
BMと企業境界の選択
資産・組織の再結合
競争戦略
タイミング戦略
基本戦略
標準化戦略
外部環境
市場規模
競合状況
顧客ニーズ
平均的競争力
 
図 2 薄型 TVビジネスの成否要因の予備的分析フレームワーク 
 
2. 分析方法 
まず，事例分析の対象企業は，薄型 TVビジネスにおいて代表的企業である SAMSUNG， Sharp，
Panasonicの 3社とした．分析期間は，市場の成長率をもとに，導入期（～2003年頃），成長初
期（2004～2005年頃），成長後期（2006～2007年頃）という 3つに分類した 10) ．結果について
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は，世界市場シェアと企業業績をもとに定義したが，第 3者機関の分析データを利用し，判断
の客観性を確保した． 
次に，同フレームワークを用いた分析方法を，「進化的適合度」，「技術的適合度」の観点から
定義する．進化的適合度は，企業全体のパフォーマンス 11)で測定する．技術的適合度は，同フ
レームワークの要因間を結んだ（手段・目的関係を示す）線（たとえば図 3のプロセスの「設
備」と「調達」，および「調達」と「タイミング戦略」を結ぶ線）の存否，およびそれらの重要
度（ウェイト）（たとえば，上述の「設備→調達→タイミング戦略」のパスと，「設備→製造→
基本戦略」のパスのいずれが「結果」にとって重要か）によって測定することとした．これは，
先行研究にはない考え方であり，これが可能になるのは，要因間の関係を競争戦略から経営資
源まで，階層的に体系化した同フレームワークがあるからである（なお，各期ごとに，「結果」
と「パス」の関係を分析しているが，各期の結果に影響を与える要因については，当該期に新
たに導入された要因と，それ以前に導入された要因とを区別した）．また，技術的適合度の評価
は，筆者の評価とは独立に，研究対象企業の複数の人々12)よって評価してもらい，それを筆者
の評価と突き合わせて最終的に判断し，可能な限り客観性を確保することに努めた（複数の人
によって分析してもらったのは，評価対象が企業の様々のレベルの様々の要因に関わり，かつ
複数期間について評価することが難しいため，チームとして行ってもらったものである）． 
 
Ⅳ．事例研究 
1. 薄型 TV市場と各社の動向 
薄型 TV市場では，大きく LCD 13) TVと PDP TVの 2種類が主流となった．まず，LCD TV
市場では，2003年頃まで Sharpの独走が続いたが，その後，世界的な需要増加に伴い多く企業
が市場に参入し，06年，後発の SAMSUNG，Sonyが首位を奪った（表 1参照）． 
他方，PDP TV 市場では，富士通日立プラズマディスプレイ 14) のパネルが先行したが，
Panasonicは，1997年，日立，富士通他に 1年遅れで参入後，2002年頃から PDP TV市場でト
ップシェアを獲得し，その後，独走が続いた（表 2参照）．しかし，06年頃になると，PDP TV
に優位性があった大型画面サイズに LCD TVが追いつき，PDP TV市場は，それ自体が縮小し
た．08年，Panasonicは，LCDパネル製造会社 IPSアルファテクノロジ 15)を子会社化し，LCD TV
に本格的に再参入した．これにより 08 年以降は，LCD，PDP といった技術分類ではなく，薄
型 TV全体での競争となった（表 3参照）． 
次節以降では，SAMSUNG，Sharp，Panasonicの各事例を分析する． 
 
表 1 LCD TV世界シェア推移（2004～2007年） 
2004年 2005年 2006年 2007年
社名 シェア 社名 シェア 社名 シェア 社名 シェア
1 Sharp 34.1% Sharp 20.0% Sony 16.2% Samsung 18.7%
2 Sony 12.5% Philips 13.6% Samsung 15.1% Sony 17.1%
3 Panasonic 10.7% Sony 13.3% Sharp 11.5% Sharp 11.6%
4 Samsung 8.4% Samsung 10.0% Philips 10.8% Philips 9.9%
5 Toshiba 8.0% Panasonic 7.6% LG 6.8% LG 8.0%
6 Other 26.3% Other 35.5% Other 39.6% Other 34.7%
出所：日経シェア調査より著者作成
順位
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表 2 PDP TV世界シェア推移（2004～2007年） 
2004年 2005年 2006年 2007年
社名 シェア 社名 シェア 社名 シェア 社名 シェア
1 Panasonic 37.2% Panasonic 35.3% Panasonic 29.5% Panasonic 34.5%
2 LG 14.2% LG 14.5% LG 15.8% Samsung 20.1%
3 Sony 13.0% Samsung 12.6% Samsung 14.1% LG 16.1%
4 Hitachi 12.9% Philips 10.8% Philips 9.8% Hitachi 7.5%
5 Pioneer 9.0% Hitachi 7.9% Hitachi 7.9% Pioneer 7.3%
6 Other 13.7% Other 18.9% Other 22.9% Other 14.5%
出所：日経シェア調査より著者作成
順位
 
 
表 3 薄型 TV世界シェア推移 (2008～20011年) 
2008年 2009年 2010年 2011年
社名 シェア 社名 シェア 社名 シェア 社名 シェア
1 Samsung 23.2% Samsung 23.4% Samsung 22.3% Samsung 23.8%
2 Sony 15.0% Sony 12.5% LG 13.5% LG 13.7%
3 LG 10.3% LG 12.4% Sony 12.4% Sony 10.6%
4 Panasonic 9.1% Panasonic 8.5% Panasonic 8.4% Panasonic 7.8%
5 Sharp 8.5% Sharp 6.3% Sharp 7.4% Sharp 6.9%
6 Other 33.9% Other 36.9% Other 36.0% Other 37.2%
出所：日経シェア調査より著者作成
順位
 
 
2. 事例 1：SAMSUNG 
SAMSUNG は，2001 年 10 月に LCD TV 事業に参入した．02 年には，当時最大級となる 40
型 LCD TVを発売し，積極的な事業展開を実施した．その結果，そのシェアを高め，06年 4月
には，06年 1～3月期の LCD TV世界市場シェア 1位を獲得した．SAMSUNGはどのようにし
て Sharpにキャッチアップしたのか，その成功要因を分析する． 
 
(1) 導入期の分析 
分析は，最初に外部環境，次に BM，最後に BMを実現した DC，の順に分析する． 
外部環境の分析 
「市場規模」は，LCD TV の低価格化により，先進国を中心に世界的に拡大し始めていた．
「顧客ニーズ」は，製品ラインナップの増加により LCD TVの需要が拡大し，大型の PDP TV
の登場により大型薄型 TV の需要が顕在化した．「競合状況」では，大手メーカーの 5～6 社で
70％以上を占めており，競争圧力は比較的限定的であった．また，40 型以上は PDP TV，20
～30型は LCD TVという棲み分けが業界の常識であった． 
BM・DCの分析 
まず，BMについて分析する．第 1に，競争戦略について特に重要だったのは，2002年 6月，
SAMSUNGは当時最大級の 40型 LCD TVを発売し，ラインナップは Sharpを上回る 15～40型
を取り揃え，一気にその存在を消費者に訴求した革新的な製品による早期の追随参入といった
「タイミング戦略」であった．次いで，フルラインナップによる差別化，韓国国内の高価格販
売といった「基本戦略」があげられる．第 2に，プロセスについて特に重要だったのは，「調達」
と「製造」である．調達では，自社グループ内に LCD TV向けの部材の製造企業を多く要する
ことで原価低減を図り，製造では，03年，04年に，天安工場（第 5世代工場）を稼働させ，高
い歩留りによる原価低減を実現した．第 3に，経営資源について特に重要だったのは，「人材」
と「設備」である．人材では，01年より，「SAMSUNG Global Design Project」を発足し，世界
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７ヵ所を拠点に，世界で受け入れられる優秀なデザイナーを育成した．設備では，天安工場に
日本製の製造装置を導入することで，大型 LCD TVの製造を早期に実現した． 
次に，BMを実現した DCについて分析する．第 1に，DSCについて特に重要だったのは，
日本製のパネル製造装置といった「外部技術の活用」と，当時 CEO の李健熙氏の LCD TV へ
の集中戦略と投資判断といった「トップのリーダーシップ」である．第 2に，DRCについて特
に重要だったのは，天安工場の設立と，SAMSUNGのグループ会社を最大限に活用した「資産・
組織の再結合」能力である．以上の成功要因の分析を示したものが図 3であり，特に重要だっ
た成功要因を  とし，成功要因を  としている． 
 
競争戦略プロセス経営資源
DC
BM 結果
一時的
競争優位
LCD TV
世界シェア
4位の獲得
DSC
DRC
外部環境
［市場規模］ LCD TVの低価格化により，世界的に市場が拡大し始める．
［顧客ニーズ］LCD TVの製品増加により需要拡大．PDP TV登場により大型薄型TVの需要が顕在化．
［競合状況］ 競争者数は大手5社で70％以上を占め，競争圧力は比較的限定的．
40型以上はPDPテレビ、20～30型は液晶テレビという業界の常識．
基本戦略
・フルラインナップ
・韓国国内の高価格販売
標準化戦略
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製品開発
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調達
パネルと主要部品の自社調達
製造
・パネルの大型化
・垂直統合
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・地域専門家
・欧米でのブランド認知戦略
人材
デザイナー
技術
VA方式(XGA)
設備
・日本製の製造装置
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トップのLCD TVへの
集中戦略と投資判断
M&A・JV・提携
―
R&Dと技術の選択
LCD TV VA方式 (XGA)
BMと企業境界の選択
LCDパネルの外販と
自社TV販売の同時展開
資産・組織の再結合
天安工場の設立と
SAMSUNGグループ社の最大活用
：特に重要だった成功要因 ：成功要因  
図 3 SAMSUNG LCD TVの導入期の分析結果 
 
(2) 成長初期の分析 
外部環境の分析 
「市場規模」は，欧米の LCD TV市場の規模が日本市場を上回り，本格的なコスト競争が始
まっていた．「顧客ニーズ」は，特に海外市場において 40型台が売れ筋商品となっていた．「競
合状況」では，欧州市場でのノンブランド普及機が急拡大していた．また，台湾メーカー 16) が
LCDパネルへ本格参入し，需給が反転し始め，低価格化が進展した． 
BM・DCの分析 
まず，BM について，導入期からの変化を中心に分析する．第 1 に，競争戦略について特に
重要だったのは，「標準化戦略」である．40 型台のパネルを効率良く生産できる第 7 世代ライ
ンを他社に先駆けて稼働し，40 型を業界標準として他の TV メーカーに働きかけた．第 2 に，
プロセスについて特に重要だったのは，「調達」と「製造」である．調達では，タンジョンに関
連企業群を集積し，増大した部材・物流コストを大幅に削減した．製造では，短期間で S-LCD
の生産量を引上げ，自社単独のパネル生産でも垂直立上げを実施した．第 3に，経営資源につ
いて特に重要だったのは，「技術」と「設備」である．技術では，Sony との特許のクロスライ
センスの締結が，中小型のパネル性能向上に寄与した．設備では， S-LCD 第 7 世代工場と，
単独の第 7世代工場の設立があげられる． 
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次に，DCを分析する．第 1に，DSCについて特に重要だったのは，Sonyの特許や中小型パ
ネル技術といった「外部技術」，トップの設備投資判断といった「リーダーシップ」，また，Sony
とのパネル合弁会社 S-LCD設立といった「M&A・JV・提携能力」である．第 2に，DRCにつ
いて特に重要だったのは，LCD パネルの外販拡大と自社 TV 販売の同時展開といった「BM と
企業境界の選択」能力，および部材から完成品までを一貫製造する垂直統合型の生産体制を構
築した，「資産・組織の再結合」能力である． 
以上の成功要因の分析を示したものが図 4である．（各要因について，「既存」とは以前の期
から存在したものであること，「新規」とは当期に新たに導入されたものであることを示してい
る．また，取り消し線のある要因は，前期にあったが当期にその重要度が低下したことを示し
ている）． 
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［市場規模］ 欧米のLCD TV市場規模は日本市場を上回り，本格的なコスト競争開始．
［顧客ニーズ］海外市場では40型台が売れ筋商品．
［競合状況］ 欧州市場では、ノンブランドーカーの普及機が急拡大．
台湾メーカーがLCDパネルへ本格参入により需給反転．低価格化が進展．
：特に重要だった成功要因 ：成功要因  
図 4 SAMSUNG LCD TV 成長初期の分析結果 
 
(3) 成長後期の分析 
外部環境の分析 
「市場規模」は，42型がボリュームゾーンとなり，2007年，40型台で LCDパネル出荷台数
が PDP を逆転した．「顧客ニーズ」は，世界的に需要がさらに拡大し，LCD TV の出荷台数が
CRT TVを上回った．「競合状況」では，米 VISIOが 999.99ドルの 42型 LCD TVを発売し，07
年第 2四半期に北米の LCD TV市場の台数シェアで首位を獲得した．他方，東芝が，パネル製
造部門を持たず，すべて外部調達し TV事業を黒字化するなど，新たな BMが出現した．一方，
パイオニアの PDP生産撤退など，メーカーの事業再編も開始された． 
BM・DCの分析 
まず BMについて，成長初期との違いを中心に分析する．第 1に，競争戦略について特に重
要だったのは，「基本戦略」である．2006 年 4 月，グラスに注がれたワインをイメージしたデ
ザインの「Bordeaux」を高価格で販売し，1年 4ヶ月で累計販売台数 500万台を突破した．第 2
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にプロセスについて特に重要だったのは，「製品開発」と「製造」である．製品開発では，
「Bordeaux」デザインに高級感を出すために，高級樹脂製のカバーと新しい金型が必要となり
製品コストが上昇する恐れが生じたが，集中して高めるべき点と削減すべき点の 2分化を図っ
た 17)．製造では，07 年 8 月，S-LCD 第 8 世代生産ラインの量産を開始した．第 3 に経営資源
について特に重要だったのは，S-LCD 工場「設備」と，07年，世界ブランドランキング 21位
維持した「ブランド」である． 
次に，DC を分析する．第 1 に，DSC について特に重要だったのは，トップの差別化製品，
ブランド力向上への注力といった「リーダーシップ」である．DRCについて特に重要だったの
は，低コスト差別化製品のための組織横断的な製品開発といった「資産・組織の再結合」能力
である．以上の成功要因の分析を示したものが図 5である． 
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先進的製品デザイン
新規 製品デザイン差別化
標準化戦略
既存
LCD TV企業群の形成
40型パネルの普及
新規
良い競争業者による
サイズ標準化推進
製品開発
既存
製品外観への投資
Tear Down
マーケターのサイズ選択
新規 低コスト差別化製品開発
調達
既存
パネルと主要部品自社調達
韓国産化の進展
新規
グループ内競争
＋マルチベンダ調達
製造
既存
S-LCD生産垂直立上
単独パネル生産垂直立上
→生産拡大
新規
S-LCD(第8世代)工場の
垂直立上げ
人材
既存 外部デザイナー
新規 人材教育投資
技術
既存
S-PVA技術
ソニーの特許
新規 韓国他メーカの技術
設備
既存
日本製の製造装置
S-LCD(第7世代)工場
単独(第7世代)工場
新規 S-LCD(第8世代)工場
ブランド
既存
グローバル
マーケティング室
米国・欧州のブランド力
新規
グローバルブランド力の
維持
販売
既存
地域専門家
デザイン性の提案
新規 高い新製品の販売頻度
：特に重要だった成功要因 ：成功要因
外部環境
［市場規模］ 42型がボリュームゾーン．2007年，40型台でLCDパネル出荷台数がPDPを逆転．
［顧客ニーズ］世界的な需要拡大．LCD TVの世界出荷台数がCRT TVを上回る．
［競合状況］ TVメーカーがPDPからLCD TVへシフト．米VISIOなど新しいBMの出現．
パイオニアのPDP生産撤退等， TVメーカーの事業再編が開始．
 
図 5 SAMSUNG LCD TV 成長後期の分析結果 
 
(4) まとめ 
上述の（1）～（3）を整理すると次の通りである．導入期では，革新的な製品により早期に
追随参入した．成長初期は，BMを拡張し，LCDパネル生産量について，他社のそれを一気に
追い抜いた．同時に，サイズ標準化を推進し，自社に有利なサイズ普及に成功した．成長後期
は，BM を修正し，製品差別化を実現した．差別化は，タイミング，他社との違い（どこで差
別化するか）が重要であり，SAMSUNGはデザイン差別化に成功した． 
 
3. 事例 2：Sharp 
1998年当時，Sharpは，12. 1型，15型の LCD TVを発売していた．町田社長は，就任後，
LCD TV普及戦略を発表し，99年，世界初の 20型 TV発売し，大型 LCD TVを他社に先駆けて
投入し，ラインアップを拡充することで，2005年まで世界の LCD TV市場を牽引した．しかし，
06年，後発の SAMSUNG，Sonyに首位を奪われる．この事象を BM，DCの観点から分析する．
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なお，外部環境分析については，事例 1と同様のため省略する． 
 
(1) 導入期の分析 
BM・DCの分析 
まず，BM について分析する．第 1 に，競争戦略について特に重要だったのは，世界初の大
型 LCD TV を販売した「先発戦略（タイミング戦略）」，高い画質と高いデザイン性の製品を，
低価格で提供した「高差別化内低価格戦略」（基本的には高差別化戦略だが，その中では低価格
戦略，河合（2012）参照）である．第 2に，プロセスについて特に重要だったのは，「製品開発」，
「製造」，「販売」である．製品開発では，パネル開発の特許申請を中止し，製造技術やノウハ
ウを社内に閉じ込めた．また，製品デザインに，外部デザイナー起用した．製造では，主な製
造装置を内製化し，国内一貫生産を実現した．販売では，「AQUOS」のテレビ CMに集中投資
をし，同時に，専門販売部隊が販売を促進した．第 3に，経営資源について特に重要だったの
は，外部デザイナーといった「人材」，三重工場，自社製の製造装置といった「設備」である． 
次に，DC を分析する．第 1 に，DSC で特に重要だったのは，外部デザイナー等の「外部技
術の活用」，町田社長の LCD TVへの集中と投資判断 18) といった「リーダーシップ」である．
第 2 に，DRC について特に重要だったのは，「BM と企業境界の選択」能力であり，LCD パネ
ルと，TV 組立ての垂直統合モデルを構築し，他社より早い高画質化・大型化を実現した．以
上の成功要因の分析を示したものが図 6である． 
 
競争戦略プロセス経営資源
DC
BM 結果
一時的
競争優位
LCD TV
世界シェア
1位の獲得
DSC
DRC 基本戦略
・デザイン性
・大型化
・高画質
・低価格
標準化戦略
・桁違いの優位性を実現
・含みの多い技術
タイミング戦略
先発戦略
(世界初の20型LCD TV発売)
製品開発
・特許申請の中止
・外部デザイナー起用
調達
工場内に部材メーカー工場
製造
国内一貫生産
販売
・液晶応用商品への広告集中
・専門部隊の販売店との連携
人材
外部デザイナー
技術
ASV方式
設備
・三重工場
・自社製の製造装置
ブランド
ブランド戦略室
外部技術の活用
・外部デザイナー起用
・部材メーカーとの共同開発
リーダーシップ
トップのLCD TVへの
集中戦略と投資判断
M&A・JV・提携
―
R&Dと技術の選択
ASV方式
BMと企業境界の選択
・垂直統合モデルの構築
・パネルとTVの国内一貫生産
資産・組織の再結合
LCDとLCD応用製品注力組織の組成
：特に重要だった成功要因 ：成功要因
外部環境
［市場規模］ LCD TVの低価格化により，世界的に市場が拡大し始める．
［顧客ニーズ］LCD TVの製品増加により需要拡大．PDP TV登場により大型薄型TVの需要が顕在化．
［競合状況］ 競争者数は大手5社で70％以上を占め，競争圧力は比較的限定的．
40型以上はPDPテレビ、20～30型は液晶テレビという業界の常識．
 
図 6 Sharp LCD TV 導入期の分析結果 
 
(2) 成長初期の分析 
BM・DCの分析 
まず，BM について，導入期からの変化を中心に分析する．第 1 に，競争戦略について特に
重要だったのは，高品質化・画面の大型化に加え，フルラインナップ化により差別化した「基
本戦略」である．第 2に，プロセスについて特に重要だったのは，亀山工場（第 6世代）の国
内一貫生産により，輸送費などの間接費を大幅に削減し，低コスト生産を可能にした「製造」，
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また，パンフレットに「亀山工場」稼働と記載し，液晶と環境のテレビ CMを大量投入した「販
売」である．第 3に，経営資源について特に重要だったのは，2004年 1月に稼働した亀山工場
「設備」と，国内に浸透した AQUOS「ブランド」である． 
次に，DCを分析する．第 1に，DSCについて特に重要だったのは，LCD TV への集中と投
資継続といった「トップのリーダーシップ」である．第 2に，DRCについて特に重要だったの
は，垂直統合モデルの構築と，製造活動への注力といった「BM と企業境界の選択」能力，次
いで，亀山工場を設立し，LCD関連産業を集積した「資産・組織の再結合」能力である．以上
の成功要因の分析を示したものが図 7である． 
 
競争戦略プロセス経営資源
DC
BM 結果
持続的
競争優位
LCD TV
世界シェア
1位の維持
DSC
DRC
外部技術の活用
部材メーカーとの共同開発
リーダーシップ
トップの液晶テレビへの
集中戦略と投資判断
M&A・JV・提携
―
R&Dと技術の選択
・AQUOSプラットフォーム
BMと企業境界の選択
・垂直統合モデルの構築
(パネルとTVの国内一貫生産)
・製造活動への注力
資産・組織の再結合
・亀山工場の設立
・LCD関連産業の集積
基本戦略
既存
デザイン重視
大型化
高品質
低価格
新規 フルラインナップ
標準化戦略
新規 安定的な良い競争業者の
育成
製品開発
既存
特許申請の中止
外部デザイナー起用
新規
部材メーカーとの共同開発
4波長バックライト
調達
既存 工場内に部材メーカー工場
新規 部品・材料メーカーの更な
る工場への取込み
製造
既存 国内一貫生産
新規
亀山第1工場(第6世代)の
フル稼働・低コスト生産
人材
既存 外部デザイナー
新規 パネルとテレビの一体開
発部門
技術
既存 VA(CPA)方式
新規
AQUOSプラットフォーム
知財戦略
設備
既存
三重工場
自社製製造装置
新規 亀山第1工場(第6世代)
ブランド
既存 ブランド戦略室
新規 AQUOSブランド
販売
既存
液晶応用商品への広告集中
専門部隊の販売店との連携
新規 「亀山工場」稼働を訴求
：特に重要だった成功要因 ：成功要因
外部環境
［市場規模］ 欧米のLCD TV市場規模は日本市場を上回り，本格的なコスト競争開始．
［顧客ニーズ］海外市場では40型台が売れ筋商品．
［競合状況］ 欧州市場では、ノンブランドーカーの普及機が急拡大．
台湾メーカーがLCDパネルへ本格参入により需給反転．低価格化が進展．
 
図 7 Sharp LCD TV 成長初期の分析結果 
 
(3) 成長後期の分析 
BM・DCの分析 
まず BMについて，成長初期との違いを中心に分析する．この期に BMを大きく修正してお
り，具体的な内容は次の通りである．第 1に，競争戦略では，「基本戦略」において，新しい利
用シーンを提案するなどの差別化戦略をとった．第 2に，プロセスについて，「製造」では，日
本で生産した LCD パネルを海外拠点へ送り，液晶モジュール工程から LCD TV の組み立てま
でを一貫して行うグローバル生産体制を構築した．「調達」では，Quanta Displayから TV向け
LCDパネルを外部調達することを決定した．「販売」では，42，46，52型の 6機種を世界同時
発売した（日本，アメリカ，欧州，中国等）．第 3に，経営資源では，グローバル生産体制構築
のため，海外に LCD TV組み立て工場「設備」を設立した． 
次に，DC を分析する．第 1 に，DSC では，片山氏が社長に就任し，パネル大型化の先行投
資を継続した．第 2 に，DRC では，（大型パネルは自社製造を維持するが）中型パネルの外部
調達への変更，また，グローバル生産・販売体制の開始など，BM と企業境界の選択能力があ
げられる．以上の分析を示したものが図 8である． 
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競争戦略プロセス経営資源
DC
BM 結果
失敗
LCD TV
世界シェア
3位へ転落
DSC
DRC
基本戦略
既存
大型化
高品質
フルラインナップ
低価格
新規 新しい利用シーン提案
標準化戦略
既存
安定的な良い競争業者の
育成
新規 ―
製品開発
既存
特許申請の中止
部材メーカーとの共同開発
4波長バックライト
新規
高画質・超薄型・環境性能
液晶新技術開発
調達
既存
工場内に部材メーカー工場
部品・材料メーカーの更な
る工場への取込み
新規 液晶パネル外部調達開始
製造
既存
国内一貫生産
亀山第1工場(第6世代)
新規
亀山第2工場(第8世代)
世界生産体制の確立
人材
既存
パネルとテレビの一体開
発部門
新規
外部液晶関連企業の
技術者
技術
既存
AQUOSプラットフォーム
知財戦略
新規
カラーフィルター
(インクジェット方式)
設備
既存
自社製製造装置
亀山第1工場(第6世代)
新規
亀山第2工場(第8世代)
海外生産工場
ブランド
既存
ブランド戦略室
AQUOSブランド
新規 ブランド戦略推進本部
販売
既存
液晶応用商品への広告集中
専門部隊の販売店との連携
「亀山工場」稼働を訴求
新規 世界同時販売
外部技術の活用
カラーフィルター
(インクジェット方式)
リーダーシップ
・片山新社長の大型化の投資継続
・薄型化、高画質化への注力
M&A・JV・提携
20社超の日本液晶関連企業による
「フューチャービジョン」共同設立
R&Dと技術の選択
高画質・超薄型・環境性能等の
液晶の新技術開発
BMと企業境界の選択
・大型化による需要喚起の継続
・中型パネルの外部調達
・海外での組立生産の開始
資産・組織の再結合
・亀山工場のコンビナート化
・世界での生産体制構築のための
国内と海外生産工場
：要因
外部環境
［市場規模］ 42型がボリュームゾーン．2007年，40型台でLCDパネル出荷台数がPDPを逆転．
［顧客ニーズ］世界的な需要拡大．LCD TVの世界出荷台数がCRT TVを上回る．
［競合状況］ TVメーカーがPDPからLCD TVへシフト．米VISIOなど新しいBMの出現．
パイオニアのPDP生産撤退等， TVメーカーの事業再編が開始．
 
図 8 Sharp LCD TV 成長後期の分析結果 
 
(4) まとめ 
上述の（1）～（3）を整理すると次の通りである．導入期の成功要因は，先発戦略と，国内
一貫生産による差別化製品の低コスト化であった．技術が進化している状況では，技術者の多
い国内での生産が有利であり，ブラックボックス化に成功した．成長初期は，前期の BMを拡
張し，パネルを大型化することで需要を喚起した．これは，品質改良し，新しい製品特徴と改
良したスタイルを加えるという PLCのマーケティング戦略（Kotler, 2000）に従っている．成長
後期は，BMを再構築したが，世界シェア 3位に後退した．この失敗は，「グローバル化対応へ
の BMの再構築の遅れ」という「DSCの欠如」が原因であると考えられる．また，大型化によ
る需要の喚起と，単位当たりの低価格化という「過去の勝ちパターンを繰り返すだけの戦略」
であり，やはり「DSCの欠如」であった． 
 
4. 事例 3：Panasonic 
Panasonicは，1997年に PDP TVを市場投入したが，日立，富士通，パイオニア等の他社に約
1年遅れていた．当時の Panasonicは，PDP TVとともに，LCD TVも発売しており，経営資源
を両事業へ投入していたが，2000年 6月，中村氏が社長に就任後，PDP TVへの集中戦略へと
一変する．02年 4月，東芝と液晶事業統合し，実質的に LCDパネルの製造から撤退し，PDP TV
に集中することで，世界市場 1位の地位を盤石にした．以下，PDP TVの成功要因を分析する．
なお，外部環境分析については，事例 1と同様のため省略する． 
 
(1) 導入期の分析 
BM・DCの分析 
まず BMについて分析する，第 1に，競争戦略について特に重要だったのは，他社に多少遅
れたが，一気に商品ラインナップを揃えた初期追随の「タイミング戦略」と，低価格の新製品
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を年 2回市場投入した低価格内差別化の「基本戦略」（河合, 2012）である．第 2に，プロセス
について特に重要だったのは，V 商品開発として開発リソースを集約し，LSI の 2 元化開発で
は，世界共通コア（約 80%）を開発し，残りを現地で開発した「製品開発」，東レとの合弁の
製造子会社からパネル購入した「調達」，新製品を連続投入した「販売」である．第 3に，経営
資源について特に重要だったのは，製造技術・機械の研究開発の専門組織により歩留りを改善
した「人材」，PDP では困難な黒の表現力を高めたリアルブラック駆動方式などの「技術」で
ある． 
次に，DCを分析する．第 1に，DSCについて特に重要だったのは，社長の PDP集中戦略と
投資判断 19)といった「リーダーシップ」である．次いで，東レの PDP背面板の生産技術という
「外部技術の活用」，東レとの「JV」の設立 20) （「外部技術の活用」でもある）である．第 2
に，DRCについて特に重要だったのは，垂直統合モデルを構築した「BMと企業境界の選択」
能力である．以上の分析を示したものが図 9である． 
 
競争戦略プロセス経営資源
DC
BM 結果
一時的
競争優位
PDP TV
世界シェア
1位の獲得
DSC
DRC 基本戦略
・新製品の連続投入
・低価格戦略
標準化戦略
―
タイミング戦略
革新的な製品による
早期の追随参入
製品開発
・V商品開発
・システムLSIの2元化開発
調達
東レ(JV)によるパネル調達
製造
・国内一貫生産
・セル生産方式
販売
新製品の連続投入
人材
・組織横断的LSI開発組織
・生産革新本部「Pプロ」
・マーケティング本部
技術
・プラズマコのPDP技術
・ガラス基板の1面取り
・リアルブラック駆動方式
設備
・茨木工場
・チェコ・メキシコ組立工場
ブランド
VIERAブランド
外部技術の活用
東レのPDP背面板の生産技術
リーダーシップ
トップによるPDP TVへの
集中戦略と投資判断
M&A・JV・提携
・プラズマコの買収
・東レとのJV
・東芝とLCD事業統合
R&Dと技術の選択
PDP TVの基幹半導体の自社開発
BMと企業境界の選択
垂直統合(ブラックボックス化)
モデルの構築
資産・組織の再結合
組織横断的な世界共通コア部品の
開発組織を組成
：特に重要だった成功要因 ：成功要因
外部環境
［市場規模］ LCD TVの低価格化により，世界的に市場が拡大し始める．
［顧客ニーズ］LCD TVの製品増加により需要拡大．PDP TV登場により大型薄型TVの需要が顕在化．
［競合状況］ 競争者数は大手5社で70％以上を占め，競争圧力は比較的限定的．
40型以上はPDPテレビ、20～30型は液晶テレビという業界の常識．
 
図 9 Panasonic PDP TV 導入期の分析結果 
 
(2) 成長初期の分析 
BM・DCの分析 
まず，BM について，導入期からの変化を中心に分析する．第 1 に，競争戦略について特に
重要だったのは，低価格新製品を世界同時立上げした低価格内差別化の「基本戦略」（河合, 
2012）である．第 2に，プロセスについて特に重要だったのは，「製造」と「販売」である．製
造では，セル生産を深化させたネクストセル生産，また，グローバル組立生産では，日本，中
国の PDPパネル製造拠点から，パネルを輸送し，チェコ，アメリカ，ブラジル等の TV組み立
て工場から出荷する仕組みを構築した．販売では，米国で家電店頭を VIERA の製品で一夜の
うちに埋めつくす一夜城作戦を実施した．第 3に，経営資源について特に重要だったのは，技
術革新による「生産技術」，国内と海外の工場を拡大した「設備」である． 
次に，DCを分析する．第 1に，DSCについて特に重要だったのは，中村社長の PDP TVへ
の集中と投資継続 21)という「リーダーシップ」である．第 2に，DRCについて特に重要だった
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のは，グローバル生産・販売体制を確立した「資産・組織の再結合」能力である．以上の分析
を示したものが図 10である． 
 
競争戦略プロセス経営資源
DC
BM 結果
持続的
競争優位
PDP TV
世界シェア
1位の維持
DSC
DRC
外部技術の活用
日立の特許
リーダーシップ
トップのPDP TVへの集中戦略と投資判断
M&A・JV・提携
日立との包括業務提携
R&Dと技術の選択
システムLSIの自社開発
BMと企業境界の選択
PDP：垂直統合モデルの拡大
LCD：パネル外部調達
資産・組織の再結合
グローバル生産・販売体制の確立
基本戦略
既存
新製品の連続投入
低価格戦略
新規
高画質化差別化製品
破壊的低価格戦略
標準化戦略
既存 ―
新規 ―
製品開発
既存 システムLSIの2元化開発
新規
システムLSI世界共通化
高画質製品の商品化
調達
既存 東レ(JV)によるパネル調達
新規 ガラス基板の調達先拡大
製造
既存
国内一貫生産
セル生産方式
新規
ネクストセル生産方式
グローバル組立生産体制
新SCM(IT革新)
人材
既存
組織横断的LSI開発組織
生産革新本部「Pプロ」
マーケティング本部
技術
既存
プラズマコのPDP技術
ガラス基板の1面取り
リアルブラック駆動方式
新規
PEAKS
生産技術
設備
既存
茨木工場
チェコ・メキシコ工場
新規
尼崎工場
アメリカ、中国工場
ブランド
既存 VIERAブランド
新規 欧米のTVブランド力
販売
既存 新製品の連続投入
新規
世界同時立上げ
国内一夜城作戦
：特に重要だった成功要因 ：成功要因
外部環境
［市場規模］ 欧米のLCD TV市場規模は日本市場を上回り，本格的なコスト競争開始．
［顧客ニーズ］海外市場では40型台が売れ筋商品．
［競合状況］ 欧州市場では，ノンブランドーカーの普及機が急拡大．
台湾メーカーがLCDパネルへ本格参入により需給反転．低価格化が進展．
 
図 10 Panasonic PDP TV 成長初期の分析結果 
 
(3) 成長後期の分析 
BM・DCの分析 
まず BMについて，成長初期との違いを中心に分析する．第 1に，競争戦略について特に重
要だったのは，世界初の 42V 型フルハイビジョンによる差別化といった「基本戦略」である．
第 2に，プロセスについて特に重要だったのは，2006年 6月に国内第 3工場，07年 6月に第 4
工場が稼働し，07 年度末にはグローバル月産 79 万台体制（42V 型換算）を構築し，グローバ
ル生産体制を増強した「製造」である．次いで，欧州，米国，日本に，中国を加え，世界同時
立上げを拡大した「販売」である．第 3に，経営資源について特に重要だったのは，国内の PDP
パネル工場，海外の組立て工場を増強した「設備」である． 
次に，DCを分析する．第 1に，DSCについては，特筆すべきものはなかった．第 2に，DRC
について特に重要だったのは，グローバル生産，販売体制を拡大した資産・組織の再結合能力
である．以上の分析を示したものが図 11である． 
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競争戦略プロセス経営資源
DC
BM 結果
持続的
競争優位
PDP TV
世界シェア
1位の維持
PDP TV
市場の衰退
DSC
DRC
基本戦略
既存
新製品の連続投入
高画質化差別化製品
破壊的低価格戦略
新規
VIERA Link
フルハイビジョン
標準化戦略
既存 ―
新規 ―
製品開発
既存 システムLSI世界共通化
新規 UniPhierの応用
調達
既存
東レ(JV)によるパネル調達
ガラス基板の調達先拡大
新規 日立との相互供給
製造
既存
国内一貫生産
ネクストセル生産方式
グローバル組立生産体制
新SCM(IT革新)
新規
グローバル生産体制の増強
コスト低減活動(イタコナ)
人材
既存
組織横断的LSI開発組織
生産革新本部「Pプロ」
マーケティング本部
新規
モノづくり
イノベーション本部
技術
既存
リアルブラック駆動方式
PEAKS
新規 新「PEAKS」
設備
既存
茨木工場
チェコ・メキシコ工場
尼崎工場
アメリカ、中国工場
新規
国内第3工場(尼崎)
国内第4工場(尼崎)
ブランド
既存
VIERAブランド
欧米のTVブランド力
新規 ―
販売
既存
新製品の連続投入
世界同時立上げ
国内一夜城作戦
新規 世界同時立上げの拡大
外部技術の活用
―
リーダーシップ
大坪新社長による垂直統合の強化
M&A・JV・提携
―
R&Dと技術の選択
新「PEAKS」開発
BMと企業境界の選択
自社でのパネル・TV製造の継続
資産・組織の再結合
グローバル生産体制の拡大
グローバル販売体制の拡大
：特に重要だった成功要因 ：成功要因
外部環境
［市場規模］ 42型がボリュームゾーン．2007年，40型台でLCDパネル出荷台数がPDPを逆転．
［顧客ニーズ］世界的な需要拡大．LCD TVの世界出荷台数がCRT TVを上回る．
［競合状況］ TVメーカーがPDPからLCD TVへシフト．米VISIOなど新しいBMの出現．
パイオニアのPDP生産撤退等， TVメーカーの事業再編が開始．
 
図 11 Panasonic PDP TV 成長後期の分析結果 
 
(4) まとめ 
上述の（1）～（3）を整理すると次の通りである．まず，導入期の成功については，革新的
な製品による初期の追随参入であり，先行に近いものであった．成長初期については，グロー
バル生産・販売体制を構築し，世界同時立上げを実施した．この資産と，製造，販売活動の組
み合せによる BMは，他社にとって模倣困難であった．成長後期については，グローバル生産・
販売体制を拡大し，PDP TVの世界シェアトップを維持したが，LCD TVを含む薄型 TV全体で
はシェア 4位であり，PDP TV市場が縮小した．この失敗は，標準化戦略の欠如という DSCの
欠如である．また，垂直統合に拘ったものの，差別化では PDPの高画質が市場で価値を認知さ
れず，低価格戦略では，コストダウン施策（イタコナ）22)や，積極的な設備投資を実施したが，
効果が出ず，これも DSCの欠如である． 
 
Ⅴ．分析 
本章では，前章での事例分析を横断的に分析する．まず，勝敗については，明らかに SAMSUNG
が勝ち，Sharp，Panasonic は敗れたといえる．具体的には，SAMSUNG が企業全体のパフォー
マンス（市場シェア，売上，利益）が圧倒的に高い．まず，市場シェアでは，2008 年～2011
年，LCDと PDPを合わせた薄型 TV全体で 1位を維持した．Panasonicは，PDP TV市場では，
シェアトップであるものの，薄型 TV 全体では，08 年以降，4 位（10%以下）が続いている．
次いで，業績面では，SAMSUNGは，売上，利益ともに成長しているが，Panasonicと Sharpは，
08年に赤字に陥り，その後の回復に時間がかかっている．つまり，SAMSUNGの薄型 TV事業
のみが，持続的に成長したと評価できる． 
次いで，成否を分けた要因について分析する．第 1に，成功した SAMSUNGを分析する．も
っとも直接的に「結果」を規定したのは「競争戦略」であり，それについて各期をみると，導
入期については，先行できなかった（Sharpの LDC TV，Panasonicの PDP TVが先行した）に
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も関わらず，革新的な製品で早期追随戦略を実施した．成長初期では「標準化戦略」を，成長
後期では「差別化戦略」を実施した．これからわかることは，戦略面では，（先行できなかった
ことを除けば）各期の競争戦略が成功したということであり，より重要なのは，各期での戦略
転換が成功したこと，すなわち DSCが優れていたことである． 
次に，「プロセス」と「経営資源」についてみると，各期にその期の競争戦略に適合させたプ
ロセスが存在したこと（Cross-sectionでの適合），および各期の「戦略と資源の適合性」を可能
にするように資源の転換に成功したこと，すなわち DRCが優れていたことである． 
第 2に，他の 2社について，SAMSUNGとの対比で分析する．Sharpは，先行の点ではSAMSUNG
より優れていたが，その後は，SAMSUNGとの対比で，戦略面で失敗した．具体的には，技術
面での差別化に頼りすぎて，戦略の重要性を軽視したことである．その重要性に気づいて設備
投資を加速したが，既に手遅れであり，失敗の原因となった．これは，戦略の内容と，リーダ
ーシップの失敗であり，すなわち DSCの欠如である．このことは，当然，資源転換の遅れをも
たらした．すなわち DRCの失敗である． 
Panasonicは，戦略面では，PDP TVでの先行は優れていた．しかし，対 LDC陣営との関係で
は失敗した．具体的には，PDP陣営の育成の失敗という標準化戦略の欠如である．また，（PDP 
TV市場では，設備投資は成功したが）対 LCD陣営では，設備投資が遅れた．次に，資源面で
は，戦略面とかかわるが，ことに重要なのは，垂直統合に固執しすぎて，それを転換せず（で
きず），これがむしろ，戦略面を縛ることになったことである． 
以上により，成否を分けた要因について，もっとも単純化してまとめると次の通りである．
「SAMSUNG は，（導入期の先行に失敗したことを与件とすると）革新的製品と優れた BM で
早期追随に成功し，かつ，その後の競争においては，競争戦略の転換と，それを可能にするプ
ロセス，経営資源の再構築においてはむしろつねに先行していたこと，換言すれば，DSC と
DRCにおいて優れていたことである．」 
 
Ⅵ．ディスカッション 
1．成否を分けた要因について 
前章では，薄型 TV ビジネスの成功要因について分析した．次に，デジタル製品や，エレク
トロ製品一般についてのインプリケーションの導出を試みる． 
薄型 TVでは，確かに SAMSUNGが勝ったが，必ずしもこれが唯一最良ではない．より理想
的なのは，基本的には，多くの場合, 戦略的に先行することである．しかし常に先行できるわ
けではないので，遅れた場合には，革新的な製品，ことに模倣されにくい BMを構築し，その
後の競争において勝つ可能性を考える（たとえば，低価格戦略が必要であれば設備投資，差別
化戦略が必要であれば製品開発）ことである．いずれにせよ戦略をタイムリー，スピーディ，
柔軟に転換する DSCが重要であり，そのためのリーダーシップは特に重要である．また，資源
面では，戦略転換に合わせて，タイムリー，スピーディ，柔軟に組み換え，最適な仕組みをつ
くる DRCが重要である． 
 
2．本稿の貢献について 
本稿の貢献について，以下にまとめる．まず実践への貢献であり，本研究で導入した分析フ
レームワークは，薄型 TV に近い製品特性をもつデジタル，エレクトロニクス等の製品への参
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入を考える企業に対して，有効な戦略を立案するために１つの基礎を提供できたと考える． 
理論面への貢献についてみると，第 1 に，戦略論に対しては，まず，薄型 TV ビジネスの勝
敗という１つの重要な現象について，初めて，体系的な分析を行ったことである．また，その
際に用いた分析フレームワークが，薄型 TV ビジネスに限らず，デジタル，エレクトロ製品，
ないし，それに近い特性を持つ製品の成功要因の分析においても有効なことを例証したことも
貢献と考えられる． 
第 2に，DC研究への貢献についてみると，まず，Teece等が DC概念において提案した“企
業レベルの成功もしくは失敗”（1997: 509）を分析するための理論の構築の可能性を示したこ
とである．また，そのためには，既存の DC論における DC概念のみでは不十分であり，「DC = 
DSC + DRC」とすべきだとする考え方の有効性を例証したことも重要である． 
また，既存研究において DC のパフォーマンスの評価尺度とされながら，具体的には不明確
だった「進化的適合度」，「技術的適合度」の評価方法を，本稿で導入した分析フレームワーク
に即してより明確化したことも貢献と考えている．具体的には，技術的適合度については，「経
営資源→プロセス→競争戦略→結果」という手段・目的関係の中で，あるケイパビリティが，
「より上位の要因に」いかに貢献したのかを評価すればよい（たとえば，ある資源の転換があ
るプロセスの機能向上に貢献したのなら，それを実現した DRC は技術的に適合的だったとい
え，ある戦略転換が結果の向上に貢献したのなら，それを実現した DSCは技術的に適合的だっ
たといえる）．また進化的適合度については，ある DRCないし DSCの転換が「企業としての成
功」にいかに，かつどの程度貢献したのかを，上述の手段・目的関係 およびすべての DCの中
でのその相対的ウェイトに即して評価すればよい，ということである． 
 
Ⅶ．結論 
本研究では，薄型 TVビジネスの勝敗を分けた要因の分析という目的は達成できたと考える．
また，実践的，理論的な貢献は上述の通りである．今回の研究では，薄型 TV ビジネスという
1つの事業を他の事業から分離して分析したが，さらに, 同事業を全事業に関する「企業戦略」
の中に位置づけて分析する必要があると考える. これは，企業戦略が，薄型 TV 事業の戦略に
影響を及ぼしている可能性（他事業との関連，資金戦略など）があり，その分析が必要だから
である．今後は，その点についての分析とともに，分析フレームワークをより彫琢して他の製
品についての分析も行い，それらを通じて DC論の発展への貢献を目指したい． 
以上 
注 
1) 本論文では，SAMSUNG ELECTRONICS CO., LTD. を「SAMSUNG」，シャープ（株）を「Sharp」，
パナソニック（株）を「Panasonic」と表記する．なお，Panasonicは，2008年 10月に提出
会社の会社名を松下電器産業らパナソニックに変更した． 
2) Plasma display panelの略． 
3) 1999年，LGと Philipsは，ジョイント・ベンチャ（LG Philips LCD）を設立． 
4) 2004年 4月，Sonyと SAMSUNGは，LCDパネル製造会社（S-LCD）を合弁設立した． 
5) Porter（1980）の基本戦略では，3つの戦略（コストリーダーシップ・差別化・集中）を定
義し，その 1 つを選択し，変更してはいけないとしている．これに対して，差別化とコス
ト優位が，両立する状況が頻繁に起こることから，一般には両立しえないとは結論づけら
れないという指摘もある（Bensako他）．これについて河合（2012）は，コストリーダーシ
ップと差別化の同時追求が可能な条件を示している．同時追求の可能性は，革新的で模倣
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困難な BMが存在する場合であり，「いずれに重点があるのか」で 2タイプを示した．1つ
は，コストリーダーシップ主導（低価格戦略内差別化戦略），もう 1つは，差別化主導（差
別化戦略内低価格戦略）である． 
6) 河合（2010）は，後発戦略のタイプについて，参入のスピードと，BMのタイプの 2軸で，
それぞれのタイプを示した．スピードについては，フォロワーの参入が先行者からそれほ
ど遅れず，かなり早くなされた場合」と「ゆっくりの場合」に分け，BMのタイプは，「BM
が先行者と比べて革新的な場合」と「そうでない場合」に分類した． 
7) 標準化戦略は，技術，対外企業との関係性の選択，PLCの段階別，企業の地位別に戦略立
案の必要性を示しているが，経営資源には触れていない． 
8) その定義は次の通り．急速に変化する環境に対処するために，内部，外部のコンピタンス
を統合，構築，再構成する企業の能力． 
9) Teece（2007）の 3タイプの DCとミクロ的基礎は次の通り．第 1に，「機会と脅威を感知・
形成する能力」であり，R&D推進と新技術選択，外部のイノベーションの活用，市場，顧
客ニーズの特定，が含まれる．第 2に，「機会を活かす能力」であり，BM記述，補完物の
マネジメント，プラットフォームコントロールのための企業境界の選択，意思決定・コミ
ットメントが，含まれる．第 3に，「企業の有形，無形の資産を向上，結合，保護し，必要
であれば再構成することで競争力を維持する能力」であり，分権化と準分解可能性，共特
化，ナレッジマネジメント，ガバナンスが含まれる． 
10) 日本では，2005年 5月に LCD TVの出荷台数が CRT TV抜き，世界では，07年 10～12月
期に LCD TVの出荷台数が CRT TVを上回り，08年 7～9月期には，LCD TVと PDP TVの
出荷台数合計が全 TV出荷台数の 57 ％を占めた（出典：電子情報技術産業協会，ディスプ
レイサーチ）． 
11) パフォーマンスの尺度は，「市場シェア」，「企業業績（売上，利益）」とした． 
12) SAMSUNGについては 4名，Panasonicについては 3名の方に評価してもらった．なお，Sharp
については，アクセスが困難だったため，有識者の方々へのインタビューと，2 次データ
をもとに筆者が分析した． 
13) Liquid Crystal Displayの略． 
14) 1999年 4月，富士通と日立製作所が PDP事業を合併し設立． 
15) 2004年 10月，日立ディスプレイズの子会社として前身となる日立液晶 TVディスプレイ設
立．05年 1月，Panasonic，東芝の出資を受け，社名を IPSアルファテクノロジへ変更した． 
16) Paju Electric Glass, AU Optronics, Chi Mei Optoelectronics, Quanta Display等． 
17) コスト削減策は次の通り．消費電力の抑制，視野角の確保等の達成レベルの引き下げ，特
定地域に有効なデジタルチューナー搭載を見送り，日本製より安価な台湾製ガラスの採用
を増加． 
18) 町田氏は，2005年までに国内販売の TVをすべて LCD TVにすると宣言し，大型設備投資
を決定した．また，1999 年には，三重第 2 工場の大型 TFT 液晶を生産し，2000 年，700
億円投資し生産ライン新設した．さらに，02年 4月，亀山工場（第 6世代）の投資（1,000
億円）を決定し，05 年 1 月，1,500 億円を投じ，亀山第 2 工場（第 8 世代）の建設を発表
した（2006年 10月稼働）． 
19) 茨木工場を中心に PDP 事業に 300 億円投資．また，東芝と LCD パネル製造合弁会社を設
立し実質的撤退． 
20) 2000年 10月，Panasonicが 75%，東レが 25%を出資し，PDPパネル製造合弁会社を設立． 
21) 2006年 1月，Panasonicと東レは，PDPの生産工場の新設（投資額は 1,800億円）を決定し
た． 
22) イタコナとは，板（板金やプリント回路基板）や粉（樹脂材料）といった「源流」までさ
かのぼってムダを削減することから名付けられたコスト低減活動のこと． 
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